
平成 11 年３月期  連結決算短信                        平成 11 年５月 17日 

上 場 会 社 名   ア イ ホ ン 株 式 会 社      上場取引所（所属部）  東証・名証   第二部 

コ ー ド 番 号   ６７１８ 

本 社 所 在 地   名古屋市熱田区神野町二丁目１８番地 

問 合 せ 先   責任者役職名  常務取締役管理本部長 

氏    名   青  木  弘  雄     TEL（０５２）６８２－６１９１  

連結決算取締役会開催日  平 成 １ １ 年 ５ 月 １ ７ 日  

 

１．11 年３月期の業績（平成 10年４月１日 ∼ 平成 11 年３月３１日） 

（１）経営成績                                                                    （注）百万円未満切捨 

 売  上  高  （対前期増減率） 営業利益  （対前期増減率） 経常利益 （対前期増減率） 
 
11 年３月期 
10 年３月期 

           百万円             ％ 

     ２８,２５２   （△２.１） 

     ２８,８６３   （  ５.９） 

            百万円            ％ 

４,０１１  （△１５.６） 

４,７５４  （    ８.７） 

            百万円            ％ 

３,８７８  （△１１.６） 

４,３８９  （    ４.５） 

 

１株当たり 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高  
当期純利益（対前期増減率） 

当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率 
 
11 年３月期 
10 年３月期 

          百万円           ％ 

２,０８１    （  ４.０） 

２,０００    （△４.０） 

      円    銭 

１０１ ０７ 

  ９７ １８ 

      円    銭 
            
            

          ％ 

    ７.７ 

    ７.９ 

          ％ 

  １１.７ 

  １３.９ 

          ％ 

  １３.７ 

  １５.２ 

    （注）持分法投資損益         －  百万円（前期    －   百万円） 
          連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、10年３月期につきましても改正後の表示区分に組み替えております。 

（２）財政状態    

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 
 
11 年３月期 
10 年３月期 

                   百万円 

    ３３,５１７   

    ３２,５９１ 

                   百万円 

    ２７,８１９    

    ２６,０７９ 

                       ％ 

       ８３.０      

       ８０.０ 

             円        銭 

  １,３５０   ９９ 

  １,２６６   ４７ 

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  
連結子会社数      ６社（会社名 ｱｲﾎﾝｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ、ｱｲﾎﾝﾖｰﾛｯﾊﾟ、愛峰香港有限公司､ 

  ｱｲﾎﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ､ｱｲﾎﾝS.A.､ｱｲﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ) 
非連結子会社数      ３社（うち持分法適用会社数及び主要会社名                  ） 

関 連 会 社 数         （うち持分法適用会社数及び主要会社名                  ） 

 
（４）会計処理の方法等の変更 
①連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規）                             持分法（新規）    
    （除外）                             （除外）    
② 会計処理の方法の変更      無 

  
２．12 年３月期の業績予想（平成 11 年４月１日 ∼ 平成 12 年３月３１日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 

12 年３月期 

                           百万円 

        ２８,３００ 

                          百万円 

          ３,６８０ 

                          百万円 

          ２,１００ 

（参考）  １株当たり予想当期純利益（連結）   １０１円９８銭     （単独）   ９０円８１銭 
 
［参考］当社（単独）の 11 年３月期の業績（平成 10 年４月１日 ∼ 平成 11 年３月 31 日） 
売  上  高  （対前期増減率）  営 業 利 益 （ 対 前 期 増 減 率 ） 経 常 利 益 （ 対 前 期 増 減 率 ） 
           百万円             ％ 

   ２４,８９９       （△３.７） 

           百万円               ％ 

     ３,２４１       （△１８.５） 

           百万円              ％ 

     ３,１９８      （△１３.２） 

 
１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調 整 後 

当期純利益（対前期増減率） 
当 期 純 利 益 1 株当たり当期純利益 

総 資 産 株 主 資 本 

           百万円             ％ 

     １,７１７     （△１４.２） 

         円      銭 

  ８３   ４２ 
         円      銭 

               
             百万円 

  ３２,１３４ 

             百万円 

  ２７,４４０ 
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 添付資料  

（１）当期及び次期の業績の概況 

 

 

当期におけるわが国の経済は、不良債権問題に端を発した金融システムに対する不安が継続し、

企業業績の悪化による設備投資の減少、失業者の増加など雇用不安に起因する個人消費の低迷に

より、全体においてデフレ傾向の強い、厳しさの増した１年となりました。 

一方、輸出環境においては、米国経済が引き続き好調に推移し、欧州においても統一通貨の導

入により新たな局面を迎えたものの、アジアにおいては前年度から続く経済危機が影響し厳しい

状況にありました。 

国内では住宅設備の分野で、住宅減税の拡大や緊急住宅対策が実施され、住宅着工に回復の兆

しがみられたものの年度全体においては、平成１０年度の新設住宅着工件数が前年度に比べ１６

万戸減少し１１８万戸となるなど大変厳しい環境となりました｡ 

このような状況の中で、当社はお客様のニーズに応えるべく新製品の開発と積極的な営業活動

を展開して、業績の向上に努めてまいりました。 

当期中の販売状況は、国内におきましてはインターホン機器が、新設住宅着工件数の減少など

により前期を下回ることとなりました。また､ナースコール機器におきましても、受注価格の低下

が影響し前期を下回ることとなりました。 

一方、防犯･防災機器につきましては、新設住宅着工件数の減少がありましたものの、消防用設

備等の特例基準の見直しの影響によりシステム価格が上昇し売上を増加させることができまし

た｡ 

また、視聴覚機器につきましても、新設住宅着工件数減少の影響がありましたものの、防犯ニ

ーズの高まりやカラーテレビドアホンの新商品投入などにより売上は横ばいとなりました。 

海外におきましては、北米市場では新市場の開拓などの積極的な営業活動により売上を伸ばす

ことできました｡また欧州市場においてはテレビドアホンが好調に推移し､売上を伸ばすことがで

きました｡ 
これらの結果、当期の売上高は２８２億５千２百万円（前期比２.１％減）となり、前期を下回

ることとなりました｡ 

その結果、利益面におきましては、経常利益は３８億７千８百万円（前期比１１.６％減）、当

期純利益は２０億８千１百万円（前期比４.０％増）となりました。 

次期の見通しにつきましては、日本経済は経済再生という課題を抱え政府の舵取りが期待され

るものの、景気は引き続き低調に推移するものと思われます。海外につきましては､北米市場は先

行きに不安感はあるものの､比較的堅調に推移すると思われ､欧州市場では統一通貨の導入により

市場の活性化が図られるものと思われます｡ 

当社を取り巻く環境は、住宅投資において若干回復の兆しがみられるものの、設備投資におい

ては明るい見通しになく、加えて販売競争の激化が予測され大変厳しい状況になるものと考えて

おります。海外につきましては､北米市場は今後とも好調さを維持すると思われますが､欧州市場

では統一通貨の導入による経済の一体化に伴い各国の専門メーカーとの競争が激化し､一層の努

力が必要であると考えます｡ 
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                              （２）－Ⅰ 連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

当連結会計年度                        
（平成 11年 3月 31日現在） 

前連結会計年度                        
（平成 10年 3月 31日現在） 

増減金額 
（△印減） 

期     別 
 
 

科     目 金   額 構成比 金   額 構成比 金    額 

［ 資 産 の 部 ］                     

流 動 資 産                     

 現 金 及 び 預 金                     

 受取手形及び売掛金                     

 有 価 証 券                     

  た な 卸 資 産                     

 その他の流動資産                     

 貸 倒 引 当 金                     

 

固 定 資 産                     

（有形固定資産）                     

 建 物 及 び 構 築 物                     

 機械装置及び運搬具                     

  工 具 器 具 備 品                     

 土 地                     

 その他の有形固定資産 

（無形固定資産）                     

（投資その他の資産） 

 投 資 有 価 証 券                     

 そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産                     

  貸 倒 引 当 金                     

 

為替換算調整勘定                       

 

 

２３，４１４ 

８，３８１ 

８，８６０ 

２，０８７ 

４，０４３ 

１１４ 

△     ７３ 

 

１０，０３３ 

( ７，０７０) 

２，４２８ 

２１６ 

６２０ 

３，８０４ 

    － 

(    ７７) 

( ２，８８５) 

１，９４５ 

９７９ 

△     ４０ 

 

６９ 

 

％ 

６９．９ 

 

 

 

 

 

 

 

２９．９ 

( ２１．１) 

 

 

 

 

 

(  ０．２) 

(  ８．６) 

 

 

 

 

０．２ 

 

 

２２，１２２ 

６，９３５ 

９，５０６ 

１，６３１ 

３，９８８ 

１６８ 

△   １０７ 

 

１０，４６９ 

( ７，４７８) 

２，１６１ 

２５７ 

７５１ 

３，８０６ 

５０１ 

(   １０５) 

( ２，８８５) 

    ２，０１５ 

        ８８４ 

   △     １４ 

 

          － 

 

％ 

  ６７．９ 

 

 

 

 

 

 

 

  ３２．１ 

( ２２．９) 

 

 

 

 

 

(  ０．３) 

(  ８．９) 

 

 

 

 

        － 

 

 

１，２９２ 

１，４４６ 

△   ６４６ 

４５５ 

５５ 

 △     ５３ 

３４ 

 

△   ４３６ 

(△   ４０７) 

２６６ 

△    ４１ 

△   １３０ 

△     １ 

△   ５０１ 

(△    ２８) 

(△       ０) 

△     ６９ 

９５ 

△    ２５ 

 

６９ 

 

 資 産 合 計                     ３３，５１７ １００．０ ３２，５９１ １００．０ ９２６ 

 

  （注）１．連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組替えております。 

        ２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（単位：百万円） 

当連結会計年度                        
（平成 11年 3月 31日現在） 

前連結会計年度                        
（平成 10年 3月 31日現在） 

増減金額 
（△印減） 

期     別 
 
 

科     目 金   額 構成比 金   額 構成比 金     額 

［ 負 債 の 部 ］                     

流 動 負 債                     

 買 掛 金                     

  未 払 法 人 税 等                     

 賞 与 引 当 金                     

 その他の流動負債                     

 

固 定 負 債                     

  退 職 給 与 引 当 金                     

  役員退職慰労金引当金                     

  連 結 調 整 勘 定                     

 その他の固定負債                     

 

為替換算調整勘定                       

 

３，８１４ 

７６０ 

１，３４３ 

６３６ 

１，０７３ 

 

１，３３６ 

４０５ 

４９５ 

４ 

４３０ 

 

－ 

％ 

１１．４ 

 

 

 

 

 

４．０ 

 

 

 

 

 

－ 

 

４，５４６ 

９３０ 

１，６２１ 

７２４ 

１，２７０ 

 

１，２９２ 

３８５ 

４６８ 

７ 

４３１ 

 

９５ 

％ 

１４．０ 

 

 

 

 

 

４．０ 

 

 

 

 

 

０．３ 

 

 △   ７３２ 

 △   １７０ 

 △   ２７７ 

 △     ８７ 

 △   １９７ 

 

４４ 

２０ 

２７ 

 △       ２ 

 △       ０ 

 

 △     ９５ 

 負 債 合 計                      ５，１５１ １５．４  ５，９３４ １８．３  △   ７８３ 

少 数 株 主 持 分                     ５４６ １．６ ４３２ １．３ １１４ 

［ 資 本 の 部 ］                  

資 本 金                     

資 本 準 備 金                     

連 結 剰 余 金                     

自 己 株 式                     

 

５，３９８ 

５，３７９ 

１７，０４０ 

△       ０ 

 

１６．１ 

１６．１ 

５０．８ 

△  ０．０ 

 

５，３９８ 

５，３７９ 

１５，４４５ 

△       ０ 

 

１６．６ 

１６．５ 

４７．３ 

△  ０．０ 

 

－ 

－ 

１，５９５ 

△       ０ 

 資 本 合 計                      ２７，８１９ ８３．０ ２６，２２４ ８０．４ １，５９５ 

 負債、少数株主持                      

  分 及 び 資 本 合 計                      

３３，５１７ 

 

 

１００．０ 

 

 

３２，５９１ 

 

 

１００．０ 

 

 

９２６ 

 

 
 

（注）１．連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組替えております。 

 ２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 （２）－Ⅱ 連結損益計算書 
（単位：百万円） 

当連結会計年度                        
(平成 10 年 4 月 1 日～平成 11 年 3 月 31 日) 

前連結会計年度                        
(平成 9 年 4 月 1 日～平成 10 年 3 月 31 日) 

増減金額 
（△印減） 期     別 

 
科     目 

金   額 百分比 金   額 百分比 金     額 

 

  売 上 高                     

  売 上 原 価                     

  売 上 総 利 益                     

  販売費及び一般管理費 

 

２８，２５２ 

１５，８５８ 

１２，３９３ 

８，５２７ 

％ 

１００．０ 

５６．１ 

４３．９ 

３０．２ 

 

２８，８６３ 

１５，８１１ 

１３，０５１ 

８，６２５ 

％ 

１００．０ 

５４．８ 

４５．２ 

２９．９ 

 

△   ６１１ 

４６ 

△   ６５７ 

△    ９７ 

 営 業 利 益                      ３，８６５ １３.７ ４，４２６ １５．３ △   ５６０ 

 

  営 業 外 収 益                  

 受 取 利 息 配 当 金                    

   連結調整勘定償却額                    

   その他の営業外収益                    

 営 業 外 費 用                  

 支 払 利 息                    

   有 価 証 券 評 価 損                    

 その他の営業外費用                    

 

（      １７０） 

１１２ 

２ 

５５ 

（      ３０２） 

２３ 

９９ 

１７９ 

 

（  ０．６） 

 

 

 

（  １．１） 

 

 

 

 

 

（      １６４） 

８８ 

２ 

７３ 

（      ５２９） 

４６ 

３３７ 

１４５ 

 

（  ０．６） 

 

 

 

（  １．８） 

 

 

 

 

 

（         ６） 

２３ 

－ 

△     １７ 

（△   ２２６） 

△     ２２ 

△   ２３７ 

３３ 

 経 常 利 益                      ３，７３３ １３．２ ４，０６１ １４．１ △   ３２８ 

 

 特 別 利 益                     

 特 別 損 失                     

 

３３ 

７１ 

 

０．１ 

０．２ 

 

１ 

３４ 

 

０．０ 

０．１ 

 

３１ 

３６ 

税金等調整前当期純利益                       ３，６９５ １３．１ ４，０２８ １４．０ △   ３３３ 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税                       

少 数 株 主 利 益                       

１，６３４ 

１２５ 

 

 

 

１，７８４ 

９８ 

 

 

 

△   １４９ 

２６ 

当 期 純 利 益                       １，９３５ ６.９ ２，１４６ ７．４ △  ２１０ 

（注）１．連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組替えております。   

      ２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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                            （２）－Ⅲ 連結剰余金計算書 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 
(平成10 年4 月1 日～平成11 年3 月31 日) 

前連結会計年度 
(平成9 年4 月1 日～平成10 年3 月31 日) 

増減金額 
（△印減） 

期     別 
 
 

科     目 金   額 金   額 金     額 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高                           

  その他の剰余金期首残高                         

  利益準備金期首残高                         

 

連 結 剰 余 金 減 少 高                           

  配 当 金                         

  役 員 賞 与                         

 

当 期 純 利 益                           

 

連 結 剰 余 金 期 末 残 高                           

 

１５，４４５ 

１５，１９４ 

２５１ 

 

３４０ 

３０８ 

３１ 

 

１，９３５ 

 

１７，０４０ 

１３，６０２ 

１３，３８１ 

２２１ 

 

３０３ 

２７４ 

２９ 

 

２，１４６ 

 

１５，１９４ 

１，８４２ 

１，８１２ 

３０ 

 

３６ 

３４ 

２ 

 

△  ２１０ 

 

１，８４６ 

（注）１．連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組替えております。 

      ２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結財務諸表作成の基本となる事項 

 

    １．連結の範囲に関する事項 

              連結子会社                  アイホンコーポレーション、アイホンヨーロッパ、愛峰香港有限公司 
                               アイホンホールディング、アイホンＳ.Ａ.、アイホンコミュニケーション 

              非連結子会社     共同電機株式会社、株式会社コムデザイン、株式会社シグマ電機 

           上記非連結子会社３社は、いずれも小規模で重要性に乏しく、連結の範囲から除外しておりま 
     す。なお、前期に非連結子会社であった「株式会社サイバネテック」は平成１１年３月３０日付 

          で資本関係を解消いたしました。 

 
    ２．持分法の適用に関する事項 

           非連結子会社３社は、それぞれ連結純損益および連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ 

     全体として重要性に乏しく、持分法の適用範囲から除外しております。 
      

 

    ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
            連結子会社６社の決算日は１２月３１日であります。連結財務諸表の作成にあたっては同日現 

     在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を 

     行っております。 
 

    ４．会計処理基準に関する事項 

        (1) 重要な資産の評価基準および評価方法 
            1)有価証券 
                取引所の相場のある有価証券  移動平均法に基づく低価法（洗替え方式） 
                                              なお、低価法の適用にあたっては、従来、切放し方式に 
                                            よっておりましたが、平成１０年度の法人税法の改正に伴 
                                            い、当期から洗替え方式に変更しております。当期におい 
                                            てこの変更による影響額はありません。 
                取引所の相場のない有価証券  移動平均法に基づく原価法 

            2)たな卸資産 
                商品・製品・仕掛品・原材料  主として先入先出法に基づく原価法 

                補助材料          最終仕入原価法 

        (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
                親会社の有形固定資産については定率法、連結子会社の有形固定資産については主として 

       定額法であります。なお、親会社の建物（建物付属設備を除く）については、平成１０年度 

              の法人税法の法定耐用年数の改正に伴い、耐用年数の短縮を行なっております。この変更に 
              伴い、前会計期間と同一の基準によった場合に比べ、減価償却費は１６百万円増加し、営業 

              利益は、１４百万円、経常利益、税引前当期純利益はそれぞれ１５百万円減少しております。 

        (3) 重要な引当金の計上基準 
              貸 倒 引 当 金                  …主として法人税法の規定（法定繰入率基準）により同法の繰入限度相 

                                  当額に加えて、個別の債権について回収不能見込額を計上しておりま 

                                  す。 
              賞 与 引 当 金                  …親会社は翌期の賞与支給見込額を計上しております。
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              退職給与引当金                  …親会社は従業員および役員の退職金支払いに備えるため次の基準に     
                                より計上しております。 

                                  従業員 残高基準…期末自己都合要支給額の 40％ 

                                          取崩基準…前期末自己都合要支給額 
                                          繰入基準…残高基準に達するまでの額 

                                  役 員  残高基準は内規に基づく期末要支給額、取崩基準および繰 

                                          入基準は従業員に対する基準と同じ基準で計上しております。 
                                          なお、役員分の引当金は商法第 287条ノ 2に規定する引当金に 

                                          該当いたします。 

                                                                   
            (4) 重要なリース取引の処理方法                                                       

                    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー   

           ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
                                                                                                 

            (5) 消費税等の会計処理                                                                 

                    税抜方式によっております。                                                   
            (6) 在外連結子会社の採用する会計基準                                                 

                    在外連結子会社６社の財務諸表は、それぞれの国において一般に公正妥当と認めら   

                  れる会計処理基準に基づいて作成しておりますが、親会社が採用している基準と重要   
           な差異はありません。                                                           

 

    ５．投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項 
            親会社投資勘定と連結子会社資本勘定の相殺消去は株式取得日を基準とする一括法によって 

     おります。なお、相殺消去の結果生じた消去差額は連結調整勘定とし、発生年度以後５年間で 

     均等償却しております。 
 

    ６．未実現損益の消去に関する事項 

            連結会社間の資産の売買に伴う未実現損益は、全額消去し、親会社の負担としております。 
     なお、減価償却資産に含まれる未実現損益はありません。 

 

    ７．在外連結子会社の財務諸表項目の換算に関する事項 
在外連結子会社の財務諸表項目の円貨への換算は「外貨建取引等会計処理基準」（昭和 54 年  6 月 26

日 最終改正平成 7年 5月 26日企業会計審議会報告）による方法により換算しております。 

 
    ８．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

            連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基 

     づいて作成しております。 
 

    ９．法人税等の期間配分の処理に関する事項 

連結財務諸表の作成にあたっては、法人税等の期間配分の処理は行っておりませんが、一部 

の在外連結子会社は、所在地国の基準により法人税等の期間配分の処理を行っております。 
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追 加 情 報 

            親会社の事業税（当期３１３百万円）は、従来、「販売費及び一般管理費」に含めておりま 
          したが、当期より「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。この変更に伴い 

          従来の方法によった場合に比較して、営業利益、経常利益および税引前利益はそれぞれ同額多 

          く計上されております。 
 

表示方法の変更 

            親会社の未払事業税および未払事業所税は、従来、「未払事業税等」として表示しておりま 
          したが、当期から未払事業税（当期３０５百万円）については「未払法人税等」に含め、未払 

          事業所税（２２百万円）については「その他の流動負債」に含めて表示しております。 
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注 記 事 項 

                                                        （当連結会計年度）        （前連結会計年度） 

    １．有形固定資産の減価償却累計額                   ５，７３８百万円          ５，１６６百万円 

 
    ２．受取手形割引高および受取手形裏書譲渡高                                                    

          受取手形割引高                                       －                        －       

          受取手形裏書譲渡高                           １，０３７百万円          １，１０６百万円 
 

    ３．偶発債務                                  該当事項はありません。    該当事項はありません。 

 
    ４．自己株式の数                                ８７株                  １１株 

 

    ５．特別損益の主な内容 
          特別利益 

              貸倒引当金戻入益                               ３２百万円                 － 

          特別損失 
              固定資産売除却損                               １１百万円                  ３百万円 

              貸倒損失                                       １３百万円                 １百万円 

              投資有価証券評価損                               －                      ２８百万円 
              投資有価証券売却損                             ４４百万円                  － 

 

    ６．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引                        
      (1)取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額  

 

                                                         （当  期）                  （前  期）  
           取 得 価 額 相 当 額                     工具器具備品             ４９９百万円                    － 

                                そ の 他                          １７１百万円                    －  

                                  合 計                          ６７０百万円                    － 
 

           減価償却累計額相当額 工具器具備品             ２２７百万円                    － 

                                  そ の 他                            ８１百万円                    －  
                                 合 計                          ３０９百万円                    － 

 

           期 末 残 高 相 当 額                     工具器具備品             ２７１百万円                    －  
                                 そ の 他                            ８９百万円                    －  

                                 合 計                          ３６１百万円                    － 

 
なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため｢支払利子込み法｣により算定しております。 
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(2)未経過リース料期末残高相当額 
                                                           （当  期）                 （前  期） 

           一 年 内                                                １３０百万円               １２５百万円 

           一 年 超                                                ２３０百万円               ２９４百万円 
           合 計                                                ３６１百万円               ４２０百万円 

 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため「支払利子込み法」により算定しております。 

 

     (3)支払リース料、減価償却費相当額 
                                                           （当  期）                 （前  期）  

           支 払 リ ー ス 料                                                １３７百万円               １３７百万円 

           減価償却費相当額                                                １３７百万円                   － 
 

     (4)減価償却費相当額の算定方法 

           主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。  
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（３）セグメント情報 
 

  １．事業の種類別セグメント情報 

          当社および連結子会社は、主に通信機器を製造・販売する単一の事業分野において営業活動を行っておりますので、事業の種類別 

        セグメント情報は作成しておりません。 

         

  ２．所在地別セグメント情報 

          連結財務諸表規則は、平成１０年２月２０日付大蔵省令第８号により改正されておりますが、平成９年４月１日から平成１０年３ 

        月３１日までの連結会計年度は改正前の連結財務諸表規則に基づき、平成１０年４月１日から平成１１年３月３１日までの連結会計  

        年度は改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。  

 

        (1)前連結会計年度（平成９年４月１日～平成１０年３月３１日）                                  （単位 百万円） 
 
 

 
日 本 

 
米 国 

 
その他の地域 

 
計 

消   去 
又は全社 

 
連 結 

Ⅰ.売上高 
   (1)外部顧客に対する売上高
   (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高  
      又は振替高 

 
２５，４１４ 
４４５ 

 
２，０５１ 
－ 

 
１，３９７ 
４３３ 

 
２８，８６３ 
８７８ 

 
－ 

(  ８７８) 

 
２８，８６３ 

－ 

            計 ２５，８５９ ２，０５１ １，８３０ ２９，７４２ (  ８７８) ２８，８６３ 
営 業 費 用 ２１，８８４ １，８０７ １，７６１ ２５，４５３ (１，０１６) ２４，４３６ 
営 業 利 益 ３，９７５ ２４４ ６９ ４，２８８ １３８ ４，４２６ 
Ⅱ.資 産 ３０，３２１ １，０１３ １，０４７ ３２，３８２ ２０９ ３２，５９１ 

        （注）１．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度９２７百万円であります。その主なものは 

長期資金（投資有価証券）のうち銀行株であります。  

              ２．国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 

                  (1)国または地域の区分の方法………地理的近接度によっております。   

                  (2)各区分に属する主な国または地域 

                     その他の地域……ベルギー、フランス、ドイツ、中国（香港） 

 

        (2)当連結会計年度（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）                            （単位 百万円） 
 
 

 
日 本 

 
米 国 

 
その他の地域 

 
計 

消   去 
又は全社 

 
連 結 

Ⅰ.売上高 
   (1)外部顧客に対する売上高
   (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高  
      又は振替高 

 
２４，３６６ 
５３２ 

 
２，３６５ 
－ 

 
１，５２０ 
５２３ 

 
２８，２５２ 
１，０５６ 

 
－ 

(１，０５６) 

 
２８，２５２ 

－ 

            計 ２４，８９９ ２，３６５ ２，０４４ ２９，３０８ (１，０５６) ２８，２５２ 
営 業 費 用 ２１，６５７ １，９７９ １，８８２ ２５，５１９ (１，１３３) ２４，３８６ 
営 業 利 益 ３，２４１ ３８５ １６１ ３，７８８ ７７ ３，８６５ 
Ⅱ.資 産 ３１，１６８ １，０５５ １，００８ ３３，２３３ ２８４ ３３，５１７ 

        （注）１．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度９６５百万円であります。その主なものは 

長期投資資金（投資有価証券）のうち銀行株８９５百万円および為替換算調整勘定６９百万円であります。 

              ２．国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域           

                  (1)国または地域の区分の方法………地理的近接度によっております。        

                  (2)各区分に属する主な国または地域                                      

                     その他の地域……ベルギー、フランス、ドイツ、中国（香港）            

           ３．「連結財務諸表作成の基本となる事項」の「４．会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、平成１０年度の税制改正 

に伴う耐用年数の変更と「追加情報」に記載の事業税の表示区分の変更をしております。 

                  これらの変更に伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べ、「日本」について営業利益は２９８百万円増加し、 

                  資産は０百万円多く計上されております。 
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  ３．海外売上高 

          海外売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。 

        (1)前連結会計年度（平成９年４月１日～平成１０年３月３１日）  （単位 百万円)
 
 

 
北 米 

 
その他の地域 

 
計 

Ⅰ.海外売上高 ３，０７８ ２，０１４ ５，０９３ 
Ⅱ.連結売上高  ２８，８６３ 
Ⅲ.連結売上高に占める海外 
   売上高の割合 

10.6％ 7.0％ 17.6％ 

          （注）国または地域の区分の方法および各区分に属する主な地域または国                       

            1.国または地域の区分の方法………地理的近接度によっております。                         

            2.各区分に属する主な国または地域                                                       

             (1)北 米……………米国、カナダ                                                       

             (2)その他の地域……フランス、ベルギー、ドイツ、台湾、中国                             

            3.海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

 

        (2)当連結会計年度（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）（単位 百万円） 
 
 

 
北 米 

 
その他の地域 

 
計 

Ⅰ.海外売上高 ３，４４６ ２，０１４ ５，４６１ 
Ⅱ.連結売上高  ２８，２５２ 
Ⅲ.連結売上高に占める海外
   売上高の割合 

12.2％ 7.1％ 19.3％ 

      （注）国または地域の区分の方法および各区分に属する主な地域または国 

1.国または地域の区分の方法………地理的近接度によっております。 

2.各区分に属する主な国または地域 

             (1)北 米……………米国、カナダ 

             (2)その他の地域……フランス、ベルギー、ドイツ、台湾、中国 

3.海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

 


